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京都府立学校教職員のための 

次世代育成に関する特定事業主行動計画 

 

みんなの理解と支援！ 

 

仕事と子育ての両立ができる環境を目指して  
 

令和７年４月 

 

【はじめに】 

京都府教育員会では、この間、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）

等に基づく「京都府立学校教職員のための次世代育成に関する特定事業主行動計画」（以

下、「行動計画」という。）を策定し、育児休業・育児休暇の取得促進、時間外在校等

時間の縮減など、子育てをする教職員がともに働きやすい職場環境となるよう、次世代

育成支援の取組を進めてきた。その中で、令和６年度までの行動計画で定めた数値目標

（男性教職員の育児休業取得率30％以上等）に対する実績は上昇してきたものの、目標

数値に達していない項目もある状況である。 

国においては、「子ども未来戦略」（令和５年12月22日閣議決定）において、男性職

員の２週間以上の育児休業取得率85％（令和12年度まで）が目標として掲げられている。 

また、京都府においては、「あたたかい京都づくり」を進めていくため、令和５年12

月に京都府総合計画を改定し、生活や絆を守る「温もり」の視点から、未来を担う子ど

もたちをあたたかく育む「子育て環境日本一」の取組を進めているところである。 

そのため、男性も女性も、子どものいる人もいない人も、全教職員一人ひとりが、次

世代育成を自分自身に関わることと捉え、仕事と生活の調和を図りながら、職場を挙げ

てより一層推進していくことが重要であるとともに、各所属長においても、次世代育成

支援対策の重要性を十分に理解し、業務の遂行方法や分掌を工夫するなど、所属教職員

が次世代育成支援のための制度を利用しやすい職場環境の整備に努めながら、制度の利

用を促すなど、更に積極的な取組を進めていく必要がある。 
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第１章 計画期間・対象職員・推進体制 

 

１ 計画期間 

 

計画期間は、令和７年４月１日から令和12年３月31日までとし、制度の改正等、特

に必要と認められることがあれば、適宜見直しを行うものとする。 

 

 ２ 対象職員 

 

この計画は、京都府立学校の一般職の常勤教職員を対象とする。また、会計年度任

用職員についても、当該職員に係る諸制度の下で、この計画に基づき、取組を進めて

いく。 

 

 ３ 推進体制 

 

① この計画の推進のため、府教育委員会は、特定事業主として、ＰＤＣＡのマネジ

メントサイクルの下、計画的かつ効果的な取組を推進することとする。 

② この計画に基づく取組の実施を実効あるものとするため、機会あるごとに、この

計画の趣旨を教職員に周知徹底するとともに、教職員のニーズを的確に掌握する手

立てを講じるよう努めるものとする。 

③ 毎年少なくとも１回、この計画に基づく取組の実施状況を府教育委員会ホームペ

ージ等で公表することとする。 
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第２章 制度の周知と意識改革等 

 

１ 課 題 

 

男性教職員の育児休業については、令和５年度に目標値の30％以上を達成したとこ

ろだが、国の「子ども未来戦略」等男性の育児への参画促進に関する情勢を踏まえ、

今後更に男性教職員の育児休業の取得を促進していく必要がある。 

また、配偶者出産休暇及び男性育児休暇（以下、「配偶者出産休暇等」という。）

の取得については、依然として、高いとは言えない状況である。 

※ 男性教職員の育児休業取得率 

R5:38.3％ R4:22.0％ R3:26.3% 

※ 配偶者出産休暇等取得率及び平均取得日数 

（配偶者出産休暇：３日取得可能、男性育児休暇：５日取得可能） 

R5:85.9％(3.5日) R4:82.2％(3.0日) R3:75.4％(2.7日) 

今回のアンケート結果では、育児休業を将来的に取得したい教職員の割合はどの年

代も高い一方で、男性育児休業の未取得の主な理由として、「取得する必要がないと

思った」、「職場に迷惑をかける」、「業務が繁忙」となっており、育児への積極的

な参加意識、取得しやすい職場環境及び業務配慮等が課題であると推察された。 

教職員が育児休業や配偶者出産休暇等を取得するためには、管理職・同僚への意識

付けにより、取得しやすい職場の雰囲気を醸成することが極めて重要である。 

そこで、次のような取組を推進することとする。 

 

２ 取 組 

 

① 教職員に対する次世代育成支援対策既存制度（給与・休暇等）の体系的な情報提

供 

○ 本計画の趣旨や既存制度内容等を体系的に整理した「次世代育成支援ハンドブ

ック」を改訂の度毎にホームページ上に掲載するなど、最新情報を全教職員へ周

知する。 

 

② 管理職及び教職員の意識改革や職場の雰囲気づくり 

○ 管理職等を対象とした研修等で、次世代育成支援に関する内容を実施する。 

○ 管理職は、女性教職員及び男性教職員の配偶者の妊娠時や出産時等において、

今後の育児計画について、ヒアリング等を行うとともに、その計画支援のため、

所属教職員の理解を得る。 

○ 出産･子育てに関する支援活動所属長チェックシートを活用する。 

○ 管理職は、職場内での業務体制の工夫・見直しを行う。  
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第３章 より良い制度の運用 

 

１ 課 題 

 

次世代育成支援のための様々な制度を有効に活用できるようにするため、教職員が

育児休暇等を取得しようとする際に感じる不安を少しでも払拭していくことが必要

である。 

今回のアンケートによれば、育児休業取得促進に向けた改善事項として、代替教職

員の確保、育児休業を取得しても影響がでない業務体制をつくることなどが多くあげ

られていた。 

そこで、次のような取組を推進することとする。 

 

２ 取 組 

 

① 学校としての取組 

○ 妊娠中の教職員の業務分担への配慮を行うため職場全体でフォローする。 

○ 配偶者出産休暇等の取得を促進するため、制度の趣旨の徹底を図り、職場全体

で支援する。 

○ 男性教職員の育児休業取得促進の契機とするため、特に、産後期間中の育児休

業取得を奨励する。 

○ 妊娠中の教職員については、長期及び遠方への出張や時間外勤務を命じないな

ど、健康や安全に配慮する。 

○ 休業､休暇中の教職員に対して､京都府教育委員会の教育施策、職場の近況等に

ついて､資料送付等により定期的な情報提供を行う｡ 

○ 休務教職員が円滑に職場に復帰できるための配慮を徹底する｡ 

 

② 府教育委員会としての取組 

○ 教職員異動調査書及び人事異動ヒアリングに基づく人事異動上の配慮を行う。  

○ 育児休業取得教職員の周囲の教職員の業務負担への精神的な負担を軽減する

ための人事配置等、育児休業を取得する教職員の業務をカバーできる仕組みの構

築を検討する。 

○ 休業期間等に応じた、任期付職員、臨時的任用職員の配置等により、適切な代

替職員を確保する。 

○ 部分休業や育児短時間勤務制度の活用の促進に努める。 

○ 人事委員会勧告等を踏まえた、各種制度の拡充を検討する。 

○ 育児休業を取得した職員の業務を担った職員に対し、インセンティブの付与に

ついて検討を進める。 
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３ 数値目標 

 

① 男性教職員の育児休業取得率70％以上（２週間以上の取得率） 

② 配偶者出産休暇等取得率100％ 

③ 配偶者出産休暇等の取得日数合計８日 
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第４章 仕事と子育ての両立 

 

１ 課 題 

 

令和５年度に実施した教員勤務実態調査の結果では、１週間当たりの時間外在校等

時間が20時間以上（１か月に換算して80時間以上）の教員の割合が平成29年と比較し

て大きく減少したものの、依然として多い状況であることが明らかとなった。 

そのため、京都府教育委員会では、「時間外在校等時間の削減」のみならず、「働

きがい」や「働きやすさ」にも着目した「教職員の働き方改革推進計画」を令和７年

３月に策定したところである。 

仕事と子育てを両立し得る環境を整えるためには、在校等時間の縮減とあわせて、

心身ともに健康でいきいきと仕事に取り組む必要がある。 

そこで、次のような取組を推進することとする。 

 

２ 取 組 

 

○ いわゆる「学校・教師が担う業務に係る３分類」を踏まえ、様々な業務の精選・

合理化を進めるなど、勤務時間の上限遵守を意識した時間外在校等時間の削減に向

けた取組を推進する。 

○ 働き方改革の推進に当たっては、管理職のマネジメントが不可欠であることか

ら、管理職向けの研修の実施などにより、マネジメント能力の向上を支援する。 

○ 長期休業期間中の学校業務休止日の他、年間を通して特定の教員に負担が偏らな

いように配慮し、年次休暇の計画的な利用を促進する。 

○ 「時間外勤務の縮減等による教職員の総実勤務時間の短縮について」（府教育長

通達）によって、管理職に対して周知徹底を図る。 

○ 校務に係るＤＸ化や生成ＡＩなどの活用により、様々な手続きの業務改善を図

る。 

○ 教員業務支援員や部活動指導員など外部人材を積極的に活用する。 

○ 教職員のライフステージ等に合わせた柔軟な働き方について検討する。 

 

３ 数値目標 

 

年次休暇を年間16日以上取得すること。 

※ 教職員の年間平均年休取得日数 

R5:14.7日 R4:14.1日 R3:13.4日 
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第５章 その他の支援策 

 

次世代育成支援は、様々な視点から行うことが必要であることから、今後も次のよ

うな取組を更に推進することとする。 

 

○ ｢京都府立学校ハラスメントの防止等に関する要綱｣に基づき、「京都府公立学校

教職員コンプライアンスハンドブック」等を活用し、男女共同参画、ハラスメント

の防止等に努める。 

○ リーフレット｢こころのサイン見逃さないで｣の活用やメンタルヘルスカウンセ

リング事業、ならし勤務を始めとするメンタルヘルスの総合的な対策を実施する。 

○ 障害のある子どももない子どもも共に安心・安全な環境で学べるように、校舎の

改修等を行うとともに、子どもを連れた方が気兼ねなく来校できるよう、親切な応

接対応等のソフト面でのバリアフリーの取組を行う。 

○ 子どもの貧困対策やいじめ防止対策などに取り組みながら、子どもの健全育成に

向け、学校・家庭・地域社会等、社会総がかりで子どもを包み込みはぐくむ環境づ

くりを推進する。 


